
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【申請受付期間】 

令和７年４月７日（月）～４月２５日（金） 

 

 

 

政策経営部 あだち未来創造室 
子どもの貧困対策・若年者支援課 
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❑❑❑令和7年度からの変更点❑❑❑ 

 

 

1 補助金支払い方法の変更 

令和6年度まで 実績確定（精算）払いにて、全ての子ども食堂が終了後、   

領収書等を確認し、補助金を支払い（後払い） 

令和7年度から 交付決定後、交付予定金額を概算払いにて支払い（先払い）、

全ての子ども食堂が終了後、領収書等を確認し、精算処理 

※詳しい流れはP.6の「10.スケジュール」をご確認ください 

 

 

2 補助対象経費の変更 

令和6年度まで 団体運営に係る、各種会費や負担金は補助対象外 

令和7年度から 食材確保の為に必要な各種会費や負担金などは事前相談

の上、認められた場合、対象とする    

【補助金の利用にあたって】 

食材やお米の高騰など、子ども食堂に必要な経費が上昇しています。 

補助金の活用の他、政府備蓄米の申請・活用もご検討ください。 

 

こども食堂・こども宅食への政府備蓄米の交付について（農林水産省 HP） 

https://www.maff.go.jp/j/seisan/kokumotu/kodomo_bitiku_kouhu.html 

 

 

https://www.maff.go.jp/j/seisan/kokumotu/kodomo_bitiku_kouhu.html
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１ 補助金の目的             

この補助金は、民間団体等が行う地域の子どもたちへの食事や交流の場を

提供する子ども食堂の取組に対し、安定的な実施環境を整備し、地域に根差

した活動を支援するとともに、子ども食堂の開催に加え、子ども食堂で調理

又は用意した弁当や食材を取りに来た子どもやその保護者へ配布する取組

（以下「配食」という。）及び子どもの自宅へ届ける取組（以下「宅食」とい

う。）を通じて家庭の生活状況を把握し、必要な支援につなげる子ども食堂の

取組を支援することを目的とする。 

※ 「子ども食堂」とは… 

地域の子ども、その保護者等または地域住民が気軽に立ち寄り、栄養バラ

ンスの取れた食事を取りながら、相互に交流を行う場のことをいいます。 

 

２ 事業の実施主体            

以下の要件の全てを満たす団体とします。 

（１） 定款又は会則を備えていること。 

（２） 政治活動及び宗教活動並びに利用者に対する営業活動及び勧誘行為を

行わないこと。 

（３） 営利目的の活動を行わないこと。ただし、子ども食堂を実施する場所に

おいて子ども食堂を利用しない者に飲食の提供を行う場合はこの限りで

ない。 

（４） 公序良俗に反する活動を行わないこと。 

（５） 暴力団（足立区暴力団排除条例（平成２４年足立区条例第３７号。以下

「暴排条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

又は暴力団と関係する団体ではないこと。 

（６） 団体の構成員が、暴力団員等（暴力団並びに暴排条例第２条第２号に規

定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係者をいう。）に該当

しないこと。 
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３ 事業の内容              

補助金交付の対象とする事業は、次に該当するものとします。 

（１）子ども食堂（食堂形式）の実施 

（２）子ども食堂の実施に加え、配食や宅食を通じて家庭の生活状況を把握し、

必要な支援につなげる取組み 

※ 配食や宅食による取組みについては、子ども食堂を開催した上で、補助

対象となります。 

 

４ 事業の実施方法            

補助金交付の対象とする事業の実施方法は、以下の要件をすべて満たすもの

とします。 

（１） 原則として月に１回以上、定期的に子ども食堂を実施していること。 

ただし、配食及び宅食の実施回数については、この限りでない。 

（２） 子ども食堂の実施１回当たりの規模が子ども又はその保護者（以下「参

加者」という。）があわせて１０名以上参加できるものであること。 

ただし、配食や宅食の実施規模については、この限りでない。 

（３） 子ども食堂の実施場所が足立区内であること。 

（４） 子ども食堂実施時は、常時責任者を配置し、安全に配慮していること。

（５） 事業の規模に応じて、必要な従事者が確保されていること。 

（６） 子ども食堂で提供する食事は、子ども食堂の従事者又は参加者が調理し

た栄養バランスのよいもの（献立の一部として市販の惣菜を提供する場

合を含む。）であること。 

（７） 子どもに対する食事提供が原則無償であること。ただし、子どもに対す

る食事提供の対価が子ども１名１回当たり１００円程度である場合は、

この限りでない。 

（８） 足立区が開催又は関与する、子ども食堂や子ども・家庭の支援に関わる

他の関係機関等との連絡会・研修会に年１回以上参加すること。 

（９） 事業実施時において、食事の提供における食品の安全確保を図るため、

食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）及び各種法令、通知等に基づく

適切な衛生管理体制をとること。 
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５ 補助額                

 項目 補助額 備考 

１ 

（必須） 
子ども食堂（対面）の開催 上限４８万円 

月額４万円

×１２か月 

２ 配食・宅食による取組み 上限７２万円  

３ 
新たな子ども食堂の立上げ等に要す

る設備整備費 
上限５０万円  

※ 子ども食堂の開催は必須であり、配食・宅食のみの申請は出来ません。

感染症等により対面での子ども食堂が開催できない場合は別途、ご相談

ください。 

※ 補助額は 1,000 円未満切り捨てで算定します。 

 

６ 対象経費               

子ども食堂の実施に係る経費、配食・宅食による取組みに係る経費全般を

対象とします。ただし、人件費及び事業実施者が団体運営に要する経費等は

補助対象外とします。 

（１）事業の実施に係る経費全般（人件費を除く） 

項目（例） 対象経費の主なもの（例） 

食 費 

【子ども食堂の開催】 

子どもに提供する食事の材料費 

【配食・宅食による取組み】 

子どもに提供する弁当等の材料費 

消耗品費 

【子ども食堂の開催】 

事業に利用する消耗品費、マスク、消毒液等食中毒防止対策・感

染防止対策等に必要な経費 

【配食・宅食による取組み】 

容器代、袋代、事業に利用する消耗品費、クーラーボックス、マ

スク、消毒液等食中毒防止対策・感染防止対策等に必要な経費 
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項目（例） 対象経費の主なもの（例） 

光熱水費 

電気代、ガス代、水道代 

※ 自宅や店舗等が実施場所の場合等、事業分としての金額が

明確でない場合、開所時間分で按分する等の方法で算出する

こと 

印刷費 
事業の案内のためのチラシ、ポスター等印刷物 

※デザイン費、HP 作成費などの委託は対象外 

使用料及賃借料 

会場の賃料、車両の賃借料 

※ 自宅や店舗等が実施場所の場合等、事業分としての金額が

明確でない場合、開所時間分で按分する等の方法で算出する

こと 

通信費 事業実施に必要な通信費、郵便代 

交通費 
食材や弁当の運搬に係る交通費（駐車場料金） 

※スタッフの出勤のための交通費は対象外 

保険料 イベント保険掛金やボランティア保険掛金 

その他の経費 上記のほか、事業を実施するため必要と認められる経費 

（２）新たな子ども食堂の立上げ等に要する施設設備費 

項目（例） 対象経費の主なもの（例） 

設備整備費 冷蔵庫、冷凍庫、炊飯器等 

 

※ 補助対象となるか不明な経費については、事前に区に協議してください。 

※ 事業実施に必要な物品等の購入に伴い、ポイント（店舗発行のポイントカ

ード等）は付与しないでください。また、ポイントで購入したものも補助

対象経費として認められません。 
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７ 除外となる事業            

以下の事業は補助金の交付対象外です。 

（１）他の公的制度の対象となっている事業 

※ 「足立区公益活動げんき応援事業助成金」「足立区フードパントリー

運営団体支援事業補助金」「足立区子どもの未来応援活動団体支援事業

補助金」との併用はできません。すでに、他制度の交付決定を受けて

いて、子ども食堂推進事業補助金の交付決定を受けた場合は、すみや

かに他制度の申請取り下げをしてください。 

（２）他の制度により補助されている事業 

※ 足立区以外の団体からの補助金を受けていても、当事業の申請はで

きますが、補助対象が重複しないように報告してください。 

※ 足立区以外の団体からの同種の補助金を受けている場合、当該補助

金の額を控除した額を「子ども食堂推進事業補助金」の額とします。 

（３）専ら金銭の支給、料金の減免等の経済的給付を目的とする事業 

（４）その他区長が除外と認めるもの 

 

８ 補助対象期間             

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までに実施した事業 

※ 申請日以前に実施した事業でも、令和７年４月１日以降のものであれ

ば対象とします。 

 

９ 事業の留意事項            

（１） 子ども食堂の開催時や配食・宅食の際には、参加者の生活状況を把握

し、相談に応じるとともに、必要に応じてこども家庭支援センター等ニ

ーズに対応した関係機関につなげること。 

（２） 食事の提供における食品の安全確保を図るため、食品衛生法（昭和２

２年法律第２３３号）及び各種法令、通知等に基づく適切な衛生管理体

制を構築すること。 

（３） 事故発生時の対応のため、保険に加入していること。 

（４） 事故発生時の対応方法や連絡体制をあらかじめ定めるとともに、従事

者に周知徹底を図ること。 

（５） 個人情報の適正な管理に十分配慮し、事業の実施に携わる従事者等が

業務上知り得た情報を漏らすことのないよう、個人情報の厳格な取扱い
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について従事者等に周知徹底を図るなどの対策を講じること。 

（６） 必要に応じて、保健所に相談し、指導・助言を求めること。 

（７） 参加する子どもの食物アレルギーの有無を確認すること。 

 

10 スケジュール            

No. 項 目 時 期 

１ 

交付申請 

 期限までに郵送または持参にて申請書類の提出をお

願いします。 

① 交付申請書 

② 計画書 

③ 所要額内訳書 

④ 定款又は規約 

⑤ 構成員名簿 

⑥ 営業許可証、給食届の写し等保健所への手続きが

わかるもの 

 ※保健所から届出不要とされた場合は提出不要 

⑦ 保険の加入状況が確認できる書類（保険証書等） 

⑧ その他団体の概要、活動状況のわかるもの（チラ

シ等） 

４月２５日 

（金）〆切 

２ 

交付決定 

・ 提出された交付申請書等について、区が審査し、

決定通知書をお送りします。 

・ 必要に応じて、現地調査等を行う場合があります。 

５月末頃 

３ 

概算払い 

・ 交付決定された団体には、交付予定金額を概算払

いにてお支払いしますので、概算払交付請求書の

提出をお願いします。 

・ 請求書の確認が取れた団体より、順次概算金をお

支払いします。 

６月頃 
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４ 

実績報告 

事業終了後、速やかに郵送または持参にて実績報告の

提出をお願いします。 

① 実績報告について 

② 実績報告書 

③ 所要額内訳書 

④ 領収書（レシート）及び納品書の写し 

⑤ 活動状況がわかるもの（開催時の写真など） 

・ 領収書等は、子ども食堂等開催日ごとにまとめて、

A4 用紙に貼り付けて整理してください。 

・ 支出品目が多い場合は、品目・金額の一覧表を作

成してください。 

・ 提出の際には、領収書等の原本を確認させていた

だきますので、併せてご提出ください。確認後、

返却させていただきます。 

令和８年 

３月３１日 

（火）〆切 

５ 

交付額の確定 

・ 提出された実績報告について、区が審査し、事業

の成果が交付決定時の内容に適合すると認めたと

きは、補助金の額を確定し、「補助金確定通知書」

により通知します。 

※ 必要に応じて現地調査等を行う場合があります。 

－ 

６ 

概算払い金の精算（返還） 

・ 「補助金確定通知書」を受領後、「精算書」の提出

お願いします。 

・ 返納がある団体には、納付書をお送りしますので、

指定の期日までに金融機関で返還額の納付をお願

いします。 

－ 
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11 その他注意事項            

（１）関係書類の整備等 

補助対象事業に関する収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、収入及

び支出についての証拠書類（レシート、領収書、納品書等）を整理し、そ

の帳簿や証拠書類を事業完了後５年間保管してください。 

（２）財産の管理 

この補助金により取得した財産については、補助金の交付目的に従って、

補助金の対象となった事業期間終了後においても適切に管理してくださ

い。 

（３）事業の変更、または中止・廃止 

子ども食堂推進事業補助金の交付決定後に、事業の変更（軽易なものを

除く）、または事業の中止・廃止をする場合は、区の承認が必要となりま

すので、ご相談ください。 
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《 問い合わせ先 》 

足立区 政策経営部 あだち未来創造室 

子どもの貧困対策・若年者支援課 

〒120-8510 足立区中央本町 1-17-1 

足立区役所 南館９階 

電話：03-3880-5717 
メール：k-hinkon@city.adachi.tokyo.jp 


